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１ 本質問回答（追加）は、大学が平成２１年４月６日（月）に公表した「東京大学（本郷）総

合研究棟（工学部新３号館）施設整備事業の実施方針」に関して、質問者の事情により大学

が定めた受付の期限を越えて提出された質問に対して、当該質問に追加して回答を行うこと

が公平性・透明性を阻害することには当たらず、むしろ、民間事業者の積極的な事業への参

画に資するものと判断し、ここに追加して公表するものです。 

２ 質問の内容は､質問者の記載のとおりとしています。ただし､項目及び記載位置については､

大学で整理していますので注意してください。 

３ 書類欄の①は｢実施方針｣を､②は｢その他｣を示します。 

４ なお､本回答は､現時点での大学の考え方を示すものであり､今後変更する可能性があります

ので注意してください。最終的には､入札説明書等に基づいてください。 



 (１)

東京大学(本郷)総合研究棟(工学部新３号館)施設整備事業 実施方針に関する質問回答(追加) 

 

番号 書類 質問項目 頁 1 (1) 1) ① ｱ a ⅰ 質 問 回 答 

1 ① 施設整備業務 2 1 1 5 ① ｲ

施設整備費に大きく影響する

ため、基本設計見直しについ

ては、書面による質疑回答だ

けでなく、応募者との個別対

話の場を設けていただくこと

は可能でしょうか。 

入札参加者との個別対話は予

定しておりませんが、実施方

針に関する質問回答、要求水

準書（案）に関する質問回

答、入札説明書等に関する質

問回答（２回）の他、一部の

項目について入札参加者の提

案可能性に関する可・不可の

個別回答を予定しています。

2 ① 附帯事業 2 1 1 5 ③ 

附帯事業の検討用に、①新３

号館の在籍予定者数（教職

員、非常勤職員、学生等）、

②現状、本郷キャンパスにあ

る物販・飲食等施設の資料

（フランチャイズ・直営の

別、契約年数、年間利用者数

及び売上げの推移、運営時間

等）をお示しいただくことは

可能でしょうか。 

可能な範囲において、入札説

明書等の公表時にあわせて提

示する予定です。 

3 ① 
選定事業者の

収入 
2 1 1 6  

Ｐ２２に記載の大学が事業者

に支払う一括賃貸借に対応す

る賃料とは、割賦に伴う金利

支払額も含めたＢＯＴ方式部

分の初期投資費であるとの理

解で宜しいでしょうか。 

原則として、ご理解のとおり

です。 

4 ① 
入札参加者の

構成等 
9 2 4 1  

構成員あるいは協力企業が他

の応募グループの構成員又は

協力企業となることは可能で

しょうか。 

不可能です。実施方針１１頁

「２）入札参加者及び協力会

社の参加要件」の⑥を参照し

てください。 

5 ① 
入札参加者の

構成等 
10 2 4 1 ③ ｴ

設計、建設、工事監理、維持

管理、運営、附帯事業に係る

業務を実施せず、本事業のマ

ネジメント業務やＳＰＣへの

投資・融資を行う企業が代表

企業として参加することは可

能でしょうか。 

可能です。ただし、当該企業

は「入札参加企業」又は「入

札参加グループの構成員」で

ある必要があります。実施方

針９頁「１）入札参加者の構

成等」の①を参照してくださ

い。 

6 ① 

入札参加者及

び協力会社の

資格等要件 

13 2 4 3 ② ｴ

一級建築施工管理技士又は一

級建築士を有する者で、か

つ、全ての工種（建築一式工

事、電気工事、管工事）を含

む施工実績を有する者であれ

ば、監理技術者は、工種ごと

に１名を配置する必要は無

く、本工事で１名を配置すれ

監理技術者又は主任技術者の

専任配置の諸要件について

は、建設業法を適用して判断

してください。 



 (２)

番号 書類 質問項目 頁 1 (1) 1) ① ｱ a ⅰ 質 問 回 答 

ば良いと理解して良いでしょ

うか。 

7 ① 

レンタルラボ

部分の空室リ

スクの分担 

27 4 2   

「レンタルラボ部分に空室が

生じた場合は、レンタル部分

の８０％までに限って、大学

が賃貸借することを保証す

る」と記載がありますが、

「レンタル部分の８０％」と

は、「空室部分の８０％」又

は「レンタルラボ部分全体

（共用部を除く）の８０％」

のどちらを意味しているので

しょうか。 

貸室面積の入居率が２０％の

場合にあっては６０％につい

て、入居率が４０％の場合に

あっては４０％について、入

居率が６０％の場合にあって

は２０％について、入居率が

８０％以上の場合にあっては

０％について、それぞれ大学

が当該リスクを負担する予定

です。 

 


